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論 文 内 容 の 要 旨 
 インドネシアでは、都市への人口集中が続くなかで、特に所得の低い人々のために、いかに居住の場を確保すべき
かという途上国共通の課題に対処するため、これまで 30 年間にわたり、簡素住宅と称される政府が定めた規格によ
るローコスト住宅を、計画的住宅地開発として供給してきた。これは政府の住宅対策プログラムとしては、最も長期
かつ継続的に実施されてきたものであり、これまでの供給戸数は 150 万戸を超える。本研究は、このインドネシアの
経験を吟味し、今後の途上国住宅政策のありかたを検討する上での基礎的知見を得ることを目的としたものである。 
 本論文は、序章及び本編５章より構成され、その概要は以下のとおりである。 
 序章では、本研究の背景、目的、方法論等を記述した。 
 第１章では、スカルノ政権及び初期スハルト政権の住宅政策にかかる基本認識を確認し、簡素住宅を中心とする住
宅生産供給システム成立の背景と、当該システムの内容を検討した。結果、その基本的性格は、標準化され低コスト
で効率的に建設される「一般のインドネシアの家族のための住宅」であると同時に、政府の支援策である取得資金貸
付制度においては、国の職員等に対する住宅取得支援制度を包含したものであることを明らかにした。 
 第２章では、スハルト政権下における簡素住宅を中心とする住宅生産供給システムの発展と変化、その背景と要因
を検討した。結果、民間供給の増加により住宅供給市場が拡大するとともに、国の職員等に対する優遇制度の廃止と
政府支援の小規模住宅への傾斜、限定により、簡素住宅の性格が低所得者層に特化したものに移行していったことを
明らかにした。 
 第３章では、アジア経済危機を契機としたインドネシア住宅政策の新しい動きとその背景、及び簡素住宅等の後継
住宅である健康簡素住宅の内容と基本的性格を検討した。結果、住宅供給市場拡大の一方、需給のミスマッチが生じ
ていること、また健康簡素住宅については、政府が望ましい住宅の要件を定めることについては簡素住宅の考え方を
引き継いでいるが、その支援制度については一般金融市場とより親和性のあるシステムとなったこと、さらに支援制
度変更の背景に世界銀行の影響があったことを明らかにした。 
 第４章では、ジャカルタ大都市圏で開発された健康簡素住宅開発地のケーススタディ調査を通じて、当該住宅が、
若年労働者家族の生活基盤として機能していることを確認し、あわせてその住宅改善行動等を明らかにした。 
 第５章では、全体のまとめとして、簡素住宅を中心とする住宅生産供給システムの意義、限界、課題を検討し、今
後の途上国住宅政策にとって学び得る事項を整理した。 
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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 本論文は、インドネシアで 30 年間にわたり供給されてきた、簡素住宅と称されるローコスト住宅について、その
成立と展開の過程を明らかにするとともに、事例調査を通じて、居住世帯の属性、住宅改善行動等を把握し、今後の
途上国住宅政策を検討する上での基礎的知見をとりまとめたものである。得られた結果を要約すると以下のとおりで
ある。 
⑴簡素住宅は、その基本的性格において「一般的インドネシア人家族の住宅モデル」であると同時に、政府職員等へ
の住宅取得支援制度を包含したものとして成立し、生産供給においては、標準化、大量生産された国内建築材料を用
い、プロトタイプに基づく住宅を計画的住宅地の開発を通じて供給しようとしたものであることを明らかにしている。 
⑵1980 年代後半より、政府職員等に対する優遇措置の廃止、政府による住宅取得支援策の小規模住宅への特化によ
り、簡素住宅は相対的により所得の低い層のための住宅としての性格を強めていったことを指摘し、あわせてこの過
程において国際援助機関が指導的役割を果たしたことを明らかにしている。 
⑶経済発展に伴い住宅供給市場全体も拡大するが、依然として世帯数に比べ必要住宅数が不足する一方、特に大都市
圏近郊において空家が顕在化するなど住宅市場の矛盾が生じていることを明らかにし、また簡素住宅の後継住宅であ
る健康簡素住宅が、特にその政府による住宅取得支援策において、国際援助機関の影響のもと、より金融市場と親和
性のあるシステムに変更されたことを指摘している。 
⑷ジャカルタ大都市圏の健康簡素住宅開発地の事例調査を通じ、当該住宅が、若年労働者家族の生活基盤として機能
していることを確認し、あわせて活発に行なわれている自力的な住宅改善行動の内容を明らかにしている。 
⑸これらの知見を踏まえて、簡素住宅システムの意義と限界を整理するとともに、今後の途上国住宅政策について、
望ましい住宅像の確立と普及、及び住宅市場の発展段階と住宅生産供給の視点から考察し提言を行なっている。 
 以上のように、本論文は、インドネシアにおけるローコスト住宅供給に着目して、その歴史的経緯を明らかにする
とともに、低所得者住宅供給政策と市場との関わりについて新たな視点から考察することを通じて、途上国住宅政策
の検討に資する知見を得ており、ビジネスエンジニアリングの発展に寄与するところ大である。よって本論文は博士
論文として価値あるものと認める。 
